
調査結果のあらまし(常用労働者)

１　賃金

 (1) 事業所規模５人以上

　12月の現金給与総額は、規模５人以上で前年同月比 1.0％増加の 800,301円となった。
　主な産業別に前年同月比を見ると、製造業 3.5％増加、情報通信業 1.6％増加、卸売業，小売
業 0.3％減少となった。
　現金給与総額のうち、きまって支給する給与は、前年同月比 2.9％増加の 367,650円となっ
た。また、所定内給与は、同 3.3％増加の 342,403円となった。
　主な産業別にきまって支給する給与の前年同月比を見ると、製造業 5.5％増加、情報通信業
2.9％増加、卸売業，小売業 4.7％増加となった。
　実質賃金指数（現金給与総額）は、前年同月比 1.2％減少となった。

（図１、表１、統計表第15表）

 (2) 事業所規模30人以上

　12月の現金給与総額は、規模30人以上で前年同月比 0.6％増加の 934,584円となった。
　主な産業別に前年同月比を見ると、製造業 0.8％増加、情報通信業 1.6％増加、卸売業，小売
業 1.3％減少となった。
　現金給与総額のうち、きまって支給する給与は、前年同月比 3.5％増加の 409,798円となっ
た。また、所定内給与は、同 4.1％増加の 380,226円となった。
　主な産業別にきまって支給する給与の前年同月比を見ると、製造業 3.3％増加、情報通信業
3.5％増加、卸売業，小売業 5.1％増加となった。
　実質賃金指数（現金給与総額）は、前年同月比 1.4％減少となった。

（表１、統計表第15表）
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図１ 賃金の推移（前年同月比） －調査産業計、５人以上－（参考）



令和７年12月分

（単位：　円・％）

前 年
同 月 比

前 年
同月比

前 年
同 月 比

調 査 産 業 計 800,301 1.0 367,650 2.9 342,403 3.3 25,247 432,651

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 2,313,045 × 745,662 × 706,934 × 38,728 1,567,383

建 設 業 1,103,314 -1.3 437,952 -6.9 404,029 -7.9 33,923 665,362

製 造 業 1,002,794 3.5 424,620 5.5 397,948 5.7 26,672 578,174

電気・ガス・熱供給・水道業 1,389,479 × 544,499 × 476,439 × 68,060 844,980

情 報 通 信 業 1,003,961 1.6 452,436 2.9 418,357 3.9 34,079 551,525

運 輸 業 ， 郵 便 業 927,536 -3.4 429,701 2.4 363,886 1.9 65,815 497,835

卸 売 業 ， 小 売 業 838,208 -0.3 363,126 4.7 344,666 5.3 18,460 475,082

金 融 業 ， 保 険 業 1,222,704 -0.1 541,418 13.0 498,301 13.3 43,117 681,286

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 1,040,697 0.7 408,441 3.0 379,436 3.3 29,005 632,256

学術研究，専門・技術サービス業 957,041 6.5 480,903 2.2 452,367 2.4 28,536 476,138

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 238,439 -13.5 163,631 -8.7 153,007 -8.1 10,624 74,808

生活関連サービス業，娯楽業 446,796 -1.8 273,865 1.7 256,276 -0.1 17,589 172,931

教 育 ， 学 習 支 援 業 896,865 21.4 328,095 15.7 319,243 16.1 8,852 568,770

医 療 ， 福 祉 621,292 0.7 307,368 2.9 289,410 3.6 17,958 313,924

複 合 サ ー ビ ス 事 業 963,239 8.9 379,229 7.1 350,479 7.5 28,750 584,010

サービス業（他に分類されないもの） 552,055 -0.7 307,452 1.3 286,104 2.0 21,348 244,603

調 査 産 業 計 934,584 0.6 409,798 3.5 380,226 4.1 29,572 524,786

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 2,313,045 × 745,662 × 706,934 × 38,728 1,567,383

建 設 業 1,298,852 -5.1 463,894 -9.4 425,063 -10.2 38,831 834,958

製 造 業 1,152,123 0.8 462,082 3.3 430,091 3.3 31,991 690,041

電気・ガス・熱供給・水道業 1,411,033 × 562,866 × 488,177 × 74,689 848,167

情 報 通 信 業 1,046,554 1.6 461,188 3.5 425,905 4.7 35,283 585,366

運 輸 業 ， 郵 便 業 959,007 -5.8 444,565 3.0 374,595 2.6 69,970 514,442

卸 売 業 ， 小 売 業 1,055,034 -1.3 421,768 5.1 399,265 5.7 22,503 633,266

金 融 業 ， 保 険 業 1,261,716 0.5 563,134 12.9 518,907 13.8 44,227 698,582

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 1,126,376 -2.2 435,173 2.8 403,133 3.0 32,040 691,203

学術研究，専門・技術サービス業 1,039,400 7.7 524,636 3.9 491,534 4.2 33,102 514,764

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 388,152 -13.7 223,394 -7.9 208,763 -7.7 14,631 164,758

生活関連サービス業，娯楽業 563,901 0.0 303,890 3.4 280,780 1.3 23,110 260,011

教 育 ， 学 習 支 援 業 1,075,894 22.0 374,809 17.9 365,021 18.6 9,788 701,085

医 療 ， 福 祉 782,414 1.9 347,526 4.2 323,003 4.9 24,523 434,888

複 合 サ ー ビ ス 事 業 969,680 -3.9 392,784 3.6 351,784 3.6 41,000 576,896

サービス業（他に分類されないもの） 533,182 -3.0 302,588 -0.2 282,555 1.0 20,033 230,594

５
人
以
上

30
人
以
上

表１　月 間 現 金 給 与 額　

規模 産　　業

 現 金 給 与 総 額 きまって支給する給与

特別に支払わ
れ た 給 与所 定 内

給 与
所 定 外
給 与



２　労働時間

 (1) 事業所規模５人以上

　12月の総実労働時間数は、規模５人以上で前年同月比 2.6％減少の 135.4時間となった。
　総実労働時間数のうち所定内労働時間数は、前年同月比 2.5％減少の 124.2時間、所定外労働
時間数は、同 4.3％減少の 11.2時間となった。
　主な産業別の所定外労働時間数は、製造業 11.6時間（前年同月比 6.4％増加）、情報通信業
16.8時間（同 5.1％増加）、卸売業，小売業 8.9時間（同 1.1％減少）となった。

（図２－１、図２－２、表２）

 (2) 事業所規模30人以上

　12月の総実労働時間数は、規模30人以上で前年同月比 2.1％減少の 141.3時間となった。
　総実労働時間数のうち所定内労働時間数は、前年同月比 1.9％減少の 128.7時間、所定外労働
時間数は、同 3.8％減少の 12.6時間となった。
　主な産業別の所定外労働時間数は、製造業 12.7時間（前年同月比 0.8％増加）、情報通信業
17.2時間（同 4.9％増加）、卸売業，小売業 10.3時間（同 2.0％増加）となった。

（表２）
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図２－１ 労働時間の推移（前年同月比） －調査産業計、５人以上－（参考）

図２－２ 所定外労働時間の推移（前年同月比） －調査産業計及び主な産業、５人以上－（参考）



令和７年12月分

（単位：　日・時間・％）

前 年
同 月 比

前 年
同 月 比

前 年
同 月 比

調 査 産 業 計 16.9 135.4 -2.6 124.2 -2.5 11.2 -4.3

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 18.7 154.1 × 136.0 × 18.1 ×

建 設 業 18.9 156.9 -2.7 142.1 -3.1 14.8 1.4

製 造 業 18.3 150.8 -1.3 139.2 -1.9 11.6 6.4

電気・ガス・熱供給・水道業 17.9 149.2 × 133.3 × 15.9 ×

情 報 通 信 業 18.3 156.2 -0.7 139.4 -1.3 16.8 5.1

運 輸 業 ， 郵 便 業 18.5 157.8 -5.0 138.1 -3.7 19.7 -13.2

卸 売 業 ， 小 売 業 17.0 133.7 -2.5 124.8 -2.6 8.9 -1.1

金 融 業 ， 保 険 業 18.7 155.4 3.2 137.0 3.1 18.4 4.5

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 18.2 146.5 -1.5 133.2 -1.9 13.3 3.1

学術研究，専門・技術サービス業 17.6 148.0 -4.5 134.3 -3.1 13.7 -15.4

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 13.1 93.8 -4.0 86.3 -4.9 7.5 5.7

生活関連サービス業，娯楽業 15.8 123.1 -3.3 113.9 -4.7 9.2 17.9

教 育 ， 学 習 支 援 業 13.1 91.4 -8.6 87.8 -6.8 3.6 -39.0

医 療 ， 福 祉 16.0 123.9 -0.5 117.4 -0.2 6.5 -5.8

複 合 サ ー ビ ス 事 業 19.8 155.2 4.0 143.8 4.5 11.4 -0.9

サービス業（他に分類されないもの） 17.4 136.9 -3.7 126.9 -2.8 10.0 -13.8

調 査 産 業 計 17.3 141.3 -2.1 128.7 -1.9 12.6 -3.8

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 18.7 154.1 × 136.0 × 18.1 ×

建 設 業 18.4 154.9 -4.0 137.6 -4.7 17.3 0.6

製 造 業 17.9 149.8 -3.2 137.1 -3.6 12.7 0.8

電気・ガス・熱供給・水道業 18.1 151.3 × 133.9 × 17.4 ×

情 報 通 信 業 18.2 156.0 -0.7 138.8 -1.3 17.2 4.9

運 輸 業 ， 郵 便 業 18.4 157.3 -4.6 137.6 -3.0 19.7 -13.6

卸 売 業 ， 小 売 業 17.5 141.9 -1.2 131.6 -1.4 10.3 2.0

金 融 業 ， 保 険 業 18.7 156.2 3.2 136.7 3.1 19.5 3.7

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 18.1 143.8 -2.5 130.2 -3.4 13.6 6.3

学術研究，専門・技術サービス業 17.7 152.6 -2.9 137.5 -1.7 15.1 -12.7

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 15.0 112.7 -1.6 103.2 -2.7 9.5 13.1

生活関連サービス業，娯楽業 15.6 122.5 -0.5 111.6 -2.0 10.9 17.2

教 育 ， 学 習 支 援 業 13.2 93.9 -10.0 89.9 -8.1 4.0 -38.5

医 療 ， 福 祉 16.8 133.9 2.7 125.7 3.2 8.2 -3.5

複 合 サ ー ビ ス 事 業 20.3 157.8 0.1 142.4 0.9 15.4 -6.1

サービス業（他に分類されないもの） 17.3 135.8 -3.5 126.1 -2.5 9.7 -15.0

５
人
以
上

30
人
以
上

表２　月間出勤日数及び実労働時間数　

規模 産　　業 出 勤 日 数
総 実
労 働

時 間 数

所 定 内
労 働
時 間 数

所 定 外
労 働
時 間 数



３　雇用

 (1) 事業所規模５人以上

　12月の常用労働者数は、規模５人以上で前年同月比 1.1％増加の 8,733千人となった。
　主な産業別に前年同月比をみると、製造業 4.7％減少、情報通信業 1.1％増加、卸売業，小売
業 0.5％増加となった。
　常用労働者中のパートタイム労働者比率は、前年同月差 0.7ポイント上昇し、24.8％となっ
た。

（図３－１、図３－２、表３）

 (2) 事業所規模30人以上

　12月の常用労働者数は、規模30人以上で前年同月比 0.7％増加の 6,300千人となった。
　主な産業別に前年同月比をみると、製造業 3.4％減少、情報通信業 0.7％増加、卸売業，小売
業 0.5％増加となった。
　常用労働者中のパートタイム労働者比率は、前年同月差 0.2ポイント下降し、17.7％となっ
た。

（表３）
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図３－１ 常用労働者数の推移（前年同月比） －調査産業計及び主な産業、５人以上－（参考）

図３－２ パートタイム労働者比率の推移（前年同月差） －調査産業計、５人以上－（参考）



令和７年12月分

（単位：　人・％・ポイント）

前 年
同月比

前 年
同月差

前 年
同月差

前 年
同月差

調 査 産 業 計 8,732,971 1.1 1.38 -0.08 1.38 -0.14 24.8 0.7

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 1,250 × 1.19 × 1.83 × － ×

建 設 業 392,734 1.6 0.62 -0.03 0.81 0.09 4.6 1.6

製 造 業 417,216 -4.7 0.93 0.29 0.86 0.05 10.5 -1.2

電気・ガス・熱供給・水道業 37,236 × 0.56 × 0.38 × 2.3 ×

情 報 通 信 業 1,058,630 1.1 0.71 -0.22 0.92 -0.32 3.8 -1.0

運 輸 業 ， 郵 便 業 432,137 1.6 0.88 -0.10 0.95 -0.18 11.9 3.2

卸 売 業 ， 小 売 業 1,687,202 0.5 1.26 -0.18 1.37 0.22 28.3 0.7

金 融 業 ， 保 険 業 389,129 -0.1 0.57 -0.10 0.82 -0.14 6.9 0.5

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 282,130 1.7 1.09 -0.02 0.80 0.00 13.8 0.0

学術研究，専門・技術サービス業 565,990 0.0 0.93 0.04 0.99 -0.15 9.0 1.2

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 732,461 5.7 3.30 -0.02 2.62 -1.18 73.6 3.9

生活関連サービス業，娯楽業 254,066 4.7 2.20 0.65 1.99 -0.49 40.6 3.9

教 育 ， 学 習 支 援 業 462,204 4.6 1.04 -0.79 0.93 -0.51 48.0 3.7

医 療 ， 福 祉 904,917 1.6 1.38 -0.09 1.29 -0.40 32.3 -1.9

複 合 サ ー ビ ス 事 業 26,933 2.0 0.78 0.42 0.47 -0.24 31.4 7.0

サービス業（他に分類されないもの） 1,088,736 -0.7 2.21 0.02 2.34 0.38 22.8 -3.3

調 査 産 業 計 6,300,262 0.7 1.18 -0.08 1.22 -0.10 17.7 -0.2

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 1,250 × 1.19 × 1.83 × － ×

建 設 業 260,460 2.0 0.52 -0.15 0.75 0.06 3.4 1.8

製 造 業 309,709 -3.4 0.71 0.20 0.62 -0.04 8.1 1.0

電気・ガス・熱供給・水道業 32,198 × 0.65 × 0.44 × 1.8 ×

情 報 通 信 業 947,728 0.7 0.62 -0.22 0.88 -0.33 3.5 -1.3

運 輸 業 ， 郵 便 業 361,835 2.0 0.91 0.06 0.98 -0.24 12.0 3.6

卸 売 業 ， 小 売 業 1,082,594 0.5 0.85 -0.16 0.89 0.00 19.0 0.4

金 融 業 ， 保 険 業 333,708 0.6 0.56 0.03 0.75 -0.06 6.4 0.0

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 206,959 0.3 1.02 0.41 0.78 -0.05 13.8 2.0

学術研究，専門・技術サービス業 442,941 -0.6 1.01 0.24 0.74 -0.36 5.2 1.2

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 280,059 4.4 2.57 -0.55 2.28 -1.65 57.0 4.2

生活関連サービス業，娯楽業 143,067 2.3 2.10 0.15 2.09 -0.17 36.9 3.3

教 育 ， 学 習 支 援 業 362,044 5.5 0.91 -0.79 0.91 -0.15 44.5 4.1

医 療 ， 福 祉 578,401 1.1 1.44 0.04 1.30 0.02 24.1 -5.3

複 合 サ ー ビ ス 事 業 16,323 1.3 0.76 0.17 0.26 -0.36 37.8 11.9

サービス業（他に分類されないもの） 940,986 -0.8 2.29 -0.03 2.50 0.47 22.3 -4.3

５
人
以
上

30
人
以
上

表３　常用労働者数及び労働異動率  

規模 産　　業
常 用

労 働 者 数

パートタイム
労働者比率

入 職 率 離 職 率


